
 

 

 

 

 

 

 

 

医療介護総合確保促進法に基づく 

令和元年度宮城県計画（案） 

 

 
令和元年７月 

宮城県 
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１．計画の基本的事項  

(1) 計画の基本的な考え方 

高齢化の進展に伴い，慢性的な疾病や複数の疾病を抱える患者の増加が見込まれる中，

急性の医療から在宅医療，介護までの一連のサービスを地域において総合的に確保する必

要がある。 

 この計画は，地域において効率的かつ質の高い医療提供体制を構築することにより，地

域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため，厚生労働大臣が定める総合確保

方針に即して策定するものである。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

宮城県における医療介護総合確保区域については，仙南圏（白石市，角田市，刈田郡，

柴田郡，伊具郡），仙台圏（仙台市，塩竈市，名取市，多賀城市，岩沼市，亘理郡，宮城

郡，黒川郡），大崎・栗原圏（栗原市，大崎市，加美郡，遠田郡），石巻・登米・気仙沼圏

（石巻市，気仙沼市，登米市，東松島市，牡鹿郡，本吉郡）の地域とする。 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由：                       ） 
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 (3) 計画の目標の設定等 

  

１ 目標 

 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

② 居宅における医療の提供に関する目標 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

 

  宮城県においては，在宅医療，医療従事者確保対策など，以下に記載する医療介護総合確保区

域の課題を解決し，住民が地域において，安心して生活できるようにすることを目標とする。 

指標 平成 30 年度末 令和 5 年度末 

訪問診療を実施する診療所・

病院数 

仙南 27 ヶ所 

仙台 188 ヶ所 

大崎・栗原 50 ヶ所 

石巻・登米・気仙沼 50 ヶ所 

(平成 28 年) 

仙南 32 ヶ所 

仙台 214 ヶ所 

大崎・栗原 51 ヶ所 

石巻・登米・気仙沼 51 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅療養後方支援病院・在宅

療養支援病院・在宅療養支援

診療所（有床）数 

仙南 5 ヶ所 

仙台 28 ヶ所 

大崎・栗原 11 ヶ所 

石巻・登米・気仙沼 6ヶ所 

（平成 30年） 

仙南 6 ヶ所 

仙台 33 ヶ所 

大崎・栗原 10 ヶ所 

石巻・登米・気仙沼 6ヶ所 

（令和 2年） 

在宅医療サービスを実施 

している歯科診療所の数（「訪

問診療（居宅）」と「訪問診療

（施設）」の合計） 

288 ヶ所 

（平成 29年） 
360 ヶ所 

在宅死亡率 
21.0% 

（平成 29年） 

23.0% 

（令和 2年） 

医師数（人口 10 万対） 

242.6 

（全国 251.7） 

（平成 28年） 

全国平均 

小児人口 1 万人当たりの小児

科医師数 

10.0 

（全国 10.7） 

（平成 28年） 

10.7 

看護師数（人口 10万対） 

821.4 

（全国 905.5） 

（平成 28年） 

全国平均 

周産期母子医療センター及び

病院勤務産婦人科医師 1 人当

たりの分娩取扱数 

95.7 件 

（平成 29年） 
90 件 

薬剤師数（人口１０万人対） 

229.8 

（全国 237.4） 

（平成 28年） 

全国平均 

（指標の出典：第 7次宮城県地域医療計画） 
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 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

   地域包括ケアシステムの構築に向けて，「第７期介護保険事業支援計画等」（第７期みやぎ高

齢者元気プラン）において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

 

  【定量的な目標値】 

 サービスの種類 単位 
平成 30 年度末 

（実績値） 
令和２年度末 

地域密着型介護老人福祉施設 人 1,375 1,643 

認知症高齢者グループホーム 人 4,577 5,009 

小規模多機能型居宅介護 施設 73 89 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 施設 18 22 

看護小規模多機能型居宅介護 施設 17 26 

認知症対応型通所介護 施設 72 77 

 

 ⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

   推計によると，令和２年度において３５，８６５人の介護職員の需要が見込まれることから，

本県においては，３５，８６５人の介護職員の確保を目標とする。その際，県内の労働市場の

動向も踏まえ，若年層に対する介護のイメージアップ，子育てを終えた主婦層及び第２の人生

のスタートを控えた中高年齢者層の参入促進を進めるとともに，潜在的介護福祉士等の再就業

促進などを行う。 

 

 【定量的な目標値】 

   ・令和２年度の本県で必要となる介護職員の需要見込み数 ３５，８６５人 

 

 

２．計画期間 

  平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 
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■仙南圏 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

② 居宅における医療の提供に関する目標 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

 
仙南圏では，訪問診療を実施する診療所・病院数，在宅療養後方支援病院・在宅療養支援病

院・在宅療養支援診療所（有床診）数が目標に達しておらず，また，在宅死亡率が県平均を下

回っていることから，引き続き在宅医療提供体制の維持及び向上が必要である。また，人口 10

万人当たりの医師，看護師数はいずれも県平均を下回っており，特に看護師数は県内で最も少

ない数値となっている。 

医療と介護の総合的な確保に向け，これらの課題を解決するため，以下を目標とする。 

 

指標 平成 30 年度末 令和 5年度末 

訪問診療を実施する診療所・病院数 
27 ヶ所 

(平成 28 年) 

32 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅療養後方支援病院・在宅療養支援病

院・在宅療養支援診療所（有床）数 

5 ヶ所 

（平成 30年） 

6 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅死亡率 
18.4% 

（県 21.0%）（平成 29 年） 

23.0% 

（令和 2年） 

医師数（人口 10 万対） 
158.3 

（県 242.6）（平成 28 年） 
全国平均 

看護師数（人口 10万対） 
575.2 

（県 821.4）（平成 28 年） 
全国平均 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予定して

いる地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

 

   【定量的な目標値】 

 サービスの種類 単位 
平成 30 年度末 

（実績値） 
令和２年度末 

地域密着型介護老人福祉施設 人 136 136 

認知症高齢者グループホーム 人 359 377 

小規模多機能型居宅介護 施設 4 7 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 施設 1 1 

看護小規模多機能型居宅介護 施設 2 4 

認知症対応型通所介護 施設 5 5 

 

２．計画期間 
 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 
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■仙台圏 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

② 居宅における医療の提供に関する目標 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

 
仙台圏では，訪問診療を実施する診療所・病院数及び在宅療養後方支援病院・在宅療養支援

病院・在宅療養支援診療所（有床診）数が目標に達していないことから，在宅医療提供体制の

整備を推進する。また，人口 10 万人当たりの医師，看護師数は県平均を上回っているが，仙台

市がこの圏域の平均値を高めている側面があり，仙台市以外では大きく下回っている。 

医療と介護の総合的な確保に向け，これらの課題を解決するため，以下を目標とする。 

 

指標 平成 30 年度末 令和 5年度末 

訪問診療を実施する診療所・病院数 
188 ヶ所 

(平成 28 年) 

214 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅療養後方支援病院・在宅療養支援病

院・在宅療養支援診療所（有床）数 

28 ヶ所 

（平成 30年） 

33 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅死亡率 
23.5% 

（県 21.0%）（平成 29 年） 

23.0% 

（令和 2年） 

医師数（人口 10 万対） 

284.2 

仙台市 338.9 

仙台市以外 151.3 

（県 242.6）（平成 28 年） 

全国平均 

看護師数（人口 10万対） 

887.9 

仙台市 1006.3 

仙台市以外 600.3 

（県 821.4）（平成 28 年） 

全国平均 

 
③ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予定して

いる地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

 

  【定量的な目標値】 

 サービスの種類 単位 
平成 30 年度末 

（実績値） 
令和２年度末 

地域密着型介護老人福祉施設 人 609 667 

認知症高齢者グループホーム 人 2,617 2,968 

小規模多機能型居宅介護 施設 48 59 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 施設 15 15 

看護小規模多機能型居宅介護 施設 14 18 

認知症対応型通所介護 施設 38 39 

 
２．計画期間 
 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 
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■大崎・栗原圏 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

② 居宅における医療の提供に関する目標 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

 
   大崎・栗原圏では，在宅療養後方支援病院・在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所（有床）

数については現時点で目標に達しているものの，在宅死亡率については目標に達していないこ

とから，在宅医療提供体制の整備を推進する。また，人口 10 万人当たりの医師，看護師数は

いずれも県平均を下回っており，特に看護師数は県内で２番目に少ない数値となっている。 

医療と介護の総合的な確保に向け，これらの課題を解決するため，以下を目標とする。 

 

指標 平成 30 年度末 令和 5年度末 

訪問診療を実施する診療所・病院数 
50 ヶ所 

(平成 28 年) 

51 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅療養後方支援病院・在宅療養支援病

院・在宅療養支援診療所（有床）数 

11 ヶ所 

（平成 30年） 

10 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅死亡率 
18.1% 

（県 21.0%）（平成 29年） 

23.0% 

（令和 2年） 

医師数（人口 10 万対） 
171.7 

（県 242.6）（平成 28年） 
全国平均 

看護師数（人口 10万対） 
701.6 

（県 821.4）（平成 28年） 
全国平均 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予定して

いる地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

 

  【定量的な目標値】 

 サービスの種類 単位 
平成 30 年度末 

（実績値） 
令和２年度末 

地域密着型介護老人福祉施設 人 282 340 

認知症高齢者グループホーム 人 768 768 

小規模多機能型居宅介護 施設 10 10 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 施設 1 2 

看護小規模多機能型居宅介護 施設 0 2 

認知症対応型通所介護 施設 11 12 

 
２．計画期間 
 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 
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■石巻・登米・気仙沼圏 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

② 居宅における医療の提供に関する目標 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

 
   石巻・登米・気仙沼圏では，訪問診療を実施する診療所・病院数が目標に達しておらず，ま

た，在宅死亡率が県平均を下回っていることから，引き続き在宅医療提供体制の維持や向上が

必要である。また，人口 10 万人当たりの医師，看護師数についても県平均を下回っており，

特に医師数は仙南圏と並び県内で最も少ない数値となっている。 

医療と介護の総合的な確保に向け，これらの課題を解決するため，以下を目標とする。 

 

指標 平成 30 年度末 令和 5年度末 

訪問診療を実施する診療所・病院数 
50 ヶ所 

(平成 28 年) 

51 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅療養後方支援病院・在宅療養支援病

院・在宅療養支援診療所（有床）数 

6 ヶ所 

（平成 30年） 

6 ヶ所 

（令和 2年） 

在宅死亡率 
17.8% 

（県 21.0%）（平成 29年） 

23.0% 

（令和 2年） 

医師数（人口 10 万対） 
158.3 

（県 242.6）（平成 28年） 
全国平均 

看護師数（人口 10万対） 
748.6 

（県 821.4）（平成 28年） 
全国平均 

 
③ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等に 

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

 

  【定量的な目標値】 

 サービスの種類 単位 
平成 30 年度末 

（実績値） 
令和２年度末 

地域密着型介護老人福祉施設 人 348 500 

認知症高齢者グループホーム 人 833 896 

小規模多機能型居宅介護 施設 11 13 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 施設 1 4 

看護小規模多機能型居宅介護 施設 1 2 

認知症対応型通所介護 施設 18 21 

 

２．計画期間 

 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 
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 (4) 目標の達成状況 
資料８「事後評価」のとおり。 

 

 

２．事業の評価方法
 

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

宮城県地域医療介護総合確保推進委員会の開催 

 

 

 

 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては，宮城県地域医療介護総合確保推進委員会の意見を聴きな

がら評価を行い，必要に応じて見直しなどを行うことにより，計画を推進する。 

 

 

 

３．計画に基づき実施する事業 
 

 

 

資料６，７のとおり。 

 

 

 


